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大 阪 市 行 政 評 価 実 施 要 綱 
 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、行政評価の実施に関し必要な事項を定めることにより、市民の視点

に立った成果重視の行政に資すること及び行政の説明責任を果たすことを目的とする。 

 

（行政評価の基本的な方針） 

第２条 行政評価は、行政の目的又は目標に照らして、必要性、有効性又は効率性の観点

その他評価対象の特性に応じて必要な観点から、客観的に行い、行政上の判断に際し必

要な情報を得るものとする｡ 

２ 行政評価の実施に際しては、その客観性を確保するため、学識経験者等の外部の専門

家の意見を聴き、その意見を当該評価に反映させるものとする。 

３ 行政評価に関する情報は随時公表し、市民に説明する責務を果たし、行政の透明性の

向上を図るものとする。 

４ 行政評価の結果及びその公表等により得られた市民等の意見は、行政に適切に反映さ

せ、その改善及び見直しを図るものとする。 

 

（行政評価の種類及び実施） 

第３条 市長は、次に掲げる行政評価を行うものとする。 

(1) 運営方針に係る評価 

(2) 建設事業に係る大規模事業の事前評価（以下「大規模事業評価」という。） 

(3) 建設事業に係る事業再評価（以下「事業再評価」という。） 

(4) その他市長が必要と認める評価 

 

（実施方針） 

第４条 市長は、前条に定める行政評価を実施するに際し、毎年度、行政評価の実施に関

する方針（以下「実施方針」という。）を定めるものとする。 

２ 実施方針においては、当該年度の評価の対象、評価の時期、評価の視点及び評価の方

法その他必要な事項を定めるものとする。 

 

（運営方針に係る評価の対象） 

第５条 第３条第１号の運営方針に係る評価の対象は、局及び区等が毎年度策定する運営

方針に掲げる課題解決のための手段及びその取組とする。 

 

（運営方針に係る評価の時期） 

第６条 運営方針に係る評価は、翌年度の運営方針を作成するまでに行うものとする｡ 

 

参考資料２ 
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（運営方針に係る評価の方法） 

第７条 運営方針に係る評価の方法は、次のとおりとする。 

（1） 前年度運営方針に係る評価 

① 自己評価 

局及び区等は、前年度運営方針の取組実績について、目標の達成状況や課題等を

踏まえ、総合的に評定する。 

② 内部評価 

市政改革室等は、前号に掲げる評価結果の妥当性について、全市的な観点から 2

次的に点検する。 

③ 外部評価 

前２号に掲げる評価の結果について、その客観性を確保し必要な改善・見直しを

行うため、大阪市市政改革会議開催要領に定める運営方針評価分科会の意見を聴

く。 

（2） 当年度運営方針に係る評価 

① 中間振り返り 

局及び区等は、次年度運営方針の策定等に活かすため、当年度運営方針の上半期

の取組実績について、中間的に評定する。 

 

（大規模事業評価の対象） 

第８条 第３条第２号の大規模事業評価の対象は、市が事業主体である事業（都市計画の

決定又は変更を伴わないものに限る。）であって次の表の左欄に掲げる事業の種類につき、

事業の費用がそれぞれ同表の右欄に掲げる額に該当するもの（災害の復旧のため緊急に

行う必要があるものを除く。）その他市長が特に必要と認めるものとする。 

事  業  の  種  類 事 業 の 費 用 

  道路・街路整備事業、都市高速鉄道整備事業、 

都市公園整備事業、河川整備事業、港湾整備 

事業、廃棄物処理施設整備事業、上水道整備 

事業、下水道整備事業、住宅整備事業、市街 

地再開発事業又は土地区画整理事業等の市街 

地の開発事業 

 全体事業費が１００億円以上 

  その他の建設事業又は整備事業  全体事業費が５０億円以上 

 （用地取得費を除く。） 

 

（大規模事業評価の時期） 

第９条 大規模事業評価は、その対象とする事業に係る次に掲げる項目の概要が定まった

後、当該事業に係る事業着手のための経費を計上する年度の予算を編成するまでに実施

するものとする。 

  (1) 事業の必要性 
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  (2) 事業の規模 

  (3) 施設の基本的機能 

  (4) 事業の実施場所 

  (5) 事業の効果 

  (6) 全体事業費 

 

（大規模事業評価の方法） 

第１０条 大規模事業評価は、その対象事業ごとに、実施方針に定める評価の視点に基づ

き定量的又は定性的に分析した後、大阪市建設事業評価有識者会議開催要領に定める大

阪市建設事業評価有識者会議（以下「有識者会議」という。）の意見を聴き、当該事業を

実施することが適切であるかどうかを判定することにより実施するものとする。 

 

（事業再評価の対象） 

第１１条 第３条第３号の事業再評価の対象は、維持管理に係るもの又は災害の復旧に係

るものを除き、次のいずれかに該当するものとする。 

  (1) 市が国庫補助金の交付を受ける事業で、行政機関が行う政策の評価に関する法律

（平成 13 年法律第 86 号。以下「行政評価法」という。）第７条第１項に基づき、行

政機関（行政評価法第２条第１項に定めるものをいう。）の長が定める事後評価の実

施に関する計画において対象となるもの 

  (2) 前号を除く市が事業主体となり実施する事業（以下「市の事業」という。）で、事

業開始年度から起算して５年目の年度において未着工のもの 

  (3) 市の事業で、事業開始年度から起算して５年目の年度において継続中のもの（再

評価を実施しようとする当該年度に事業を完了する見込みのものを除く。） 

  (4) 市の事業で、事業再評価した年度から５年間が経過後の年度で継続中のもの（再

評価を実施しようとする当該年度に事業を完了する見込みのものを除く。） 

  (5) その他市長が特に必要と認めるもの 

 

（事業再評価の時期） 

第１２条 事業再評価は、前条各号に定める年度において、翌年度の予算を編成するまで

に実施するものとする｡ 

 

（事業再評価の方法） 

第１３条 事業再評価は、その対象事業ごとに、実施方針に定める評価の視点に基づき定

量的又は定性的に分析した後、有識者会議の意見を聴き、当該事業を継続することが適

切であるかどうかを判定することにより実施するものとする。 

 

（委任） 

第１４条  この要綱に定めるもののほか、行政評価の実施に関し必要な事項は、市政改革

室長が定める。 
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附 則 

１ この要綱は、平成１８年３月２３日から施行する。 

２ 大阪市事業評価要綱（平成１５年３月２５日市長決裁）は、廃止する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年６月１日から施行する。 

２ 平成２３年度の行政評価の実施にあたり、第３条第１号、第５条、第６条及び第７

条第 1 号中「運営方針」とあるのは「局経営方針・区取組方針」と読み替えるものと

する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年９月１日から施行する。 

 


